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Ⅰ 審議事項 

航空・海上無線通信委員会は、電気通信技術審議会諮問第 10号「航空無線通信の

技術的諸問題について」（昭和 60年 4月 23日）を所掌しており、今般、航空無線通

信システムの高度化に係る「広域マルチラテレーションシステムの無線設備に関す

る技術的条件｣について検討を行った。 

 

 

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 

委員会の構成は別紙１のとおりである。 

委員会における審議の促進を図るため、委員会の下に航空監視システム作業班を

設けて審議を行った。作業班の構成は別紙２のとおりである。 

 

 

Ⅲ 審議経過 

 

１ 航空・海上無線通信委員会 

（１）第９回会合（平成 25年 4月 15日） 

広域マルチラテレーション（ＷＡＭ：Wide Area Multilateration）システム

の無線設備に関する技術的条件について審議を開始することとし、今後のスケ

ジュール等について審議を行った。また、「航空監視システム作業班」を設置し

て、具体的事項について審議することとした。 

（２）第 10回会合（平成 25年９月 13日） 

ＷＡＭシステムの無線設備に関する技術的条件について報告書（案）をとりま

とめた。 

なお、当該報告書（案）について平成 25年 10月 12日から同年 11 月 11日まで

の間、意見募集を行った。その結果、個人より１件の意見書の提出があったが、

当該報告書（案）に反映すべきものではなかった。 

２ 航空監視システム作業班 

（１）第１回会合（平成 25年５月 15日） 

ＷＡＭシステムの無線設備に関する技術的条件について検討を開始し、今後の

スケジュール等について検討を行った。 

（２）第２回会合（平成 25年６月 24日） 

ＷＡＭシステムの無線設備に関する技術的条件について検討を行った。 

 

 

2



（３）第３回会合（平成 25年９月５日） 

ＷＡＭシステムの無線設備に関する技術的条件について作業班報告書（案）を

とりまとめた。 

Ⅳ 審議概要 

１．検討開始の背景 

１．１ 航空無線通信の概要 

航空無線通信は、航空機の安全運航を確保するために必要不可欠な通信手段とし

て、航空機と地上または航空機相互間の「航空通信システム」、航空機が安全な離

着陸や航行を行うための「航法システム」、そして航空機の動態監視を行う「航空

監視システム」の３つの分野があり有効に活用されている。 

これらのシステムのうち、航空監視システムは、航空路や空港における管制業務

に必要な二次監視レーダー（ＳＳＲ：Secondary Surveillance Radar）をはじめと

して、航空機の位置情報等を取得するための重要なシステムである。 

航空監視システムを含め、航空無線通信に用いられるシステムに必要とされる規

格は、国際民間航空条約の第 10附属書（以下「ＡＮＮＥＸ10」という。）に記載さ

れるものであり、国際民間航空機関（ＩＣＡＯ:International Civil Aviation 

Organization）において、その改訂に係る検討が進められている。各国においては

その検討内容に沿って国内規格の見直し等の対応が行われている。 

 

１．２ 空港面における航空監視のこれまでの状況 

我が国では、滑走路・誘導路上の航空機や車両を監視するために、管制塔からの

目視や、空港面探知レーダー（ＡＳＤＥ：Airport Surface Detection Equipment）

を使用していた。 

ＡＳＤＥは、地上に設置された１か所のアンテナから準ミリ波を送信し、その反

射信号をそのまま表示装置に表示するレーダーであり、航空機の形状を確認できる

ほど分解能が高い。また、空港内の航空機と車両の位置確認に用いるレーダーであ

るため、距離及び方位方向の分解能が高いことが特徴である。しかし、各航空機を

識別できないこと、悪天候時に性能が劣化すること、さらに建物の陰等遮蔽により

非検出領域（以下、「ブラインドエリア」という。）が発生することが課題であった。 

そのため、ＡＳＤＥの課題を克服できる航空監視システムとして、航空機のＡＴ

Ｃトランスポンダから得られる情報をもとに、空港内の航空機を監視するマルチラ

テレーション（ＭＬＡＴ: Multilateration）システムの実現に向けた開発・評価

が各国で進められてきた。 

 

１．３ ＭＬＡＴシステムの動作原理 

ＡＴＣトランスポンダが発する信号は、航空機の識別情報を取得するためのモー

ドＡ、気圧高度情報を取得するためのモードＣのほか、航空機の固有アドレス情報
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を取得し個別の情報を取得するためのモードＳに分類される。ＡＴＣトランスポン

ダは地上に設置された各種レーダーからの質問信号に対し、同じモードの応答信号

を送信するものであり、モードＳに対応したＡＴＣトランスポンダにあっては応答

信号に加え、常に自発的に捕捉用スキッタ信号（航空機の固有アドレスを情報とし

て含む。）を平均１秒間隔で発射する。 

ＭＬＡＴシステムは、地上に設置された複数の受信装置（捕捉用スキッタ信号ま

たは応答信号を受信するのみの装置。送受信装置（受信装置の機能に加え、質問信

号を送信する機能を有する装置。）を含む。以下同じ。）及び基準送信装置（各受信

装置を同期するため、同期に用いる信号を送信する装置。）から構成される。当該

システムは、航空機のＡＴＣトランスポンダから送信される捕捉用スキッタ信号や

応答信号を３か所以上の受信装置で受信して、その受信装置間の受信時刻の差を各

受信装置と航空機との距離差に変換し、距離差が一定である条件からなる双曲線同

士の交点を求め、空港面に存在する航空機等の位置を算出する仕組みである。 

そのため、ＭＬＡＴシステムは、各航空機を識別可能であることに加え、装置の

配置を工夫することにより建物の陰等遮蔽によるブラインドエリアの解消が可能

であり、さらに使用する周波数が 1030MHz、1090MHz であることから降雨減衰がな

く、ＡＳＤＥの持つ課題を克服できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ＭＬＡＴシステムの概要 
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基本的に、ＭＬＡＴシステムは、モードＳの捕捉用スキッタ信号を受信すること

により、平均１秒間隔で航空機の位置を更新し、監視するシステムであるが、モー

ドＡ／Ｃにのみに対応しているＡＴＣトランスポンダが搭載された航空機が存在

する。当該ＡＴＣトランスポンダは捕捉用スキッタ信号を発射する仕様でないため、

地上に設置された送受信局からモードＡ／Ｃの質問を行い、応答を得ることで当該

航空機を監視する。なお、モードＳ対応ＡＴＣトランスポンダに対しても、捕捉用

スキッタ信号で情報を得られない場合は、モードＳの質問を行うことがある。 

 

１．４ ＭＬＡＴシステムの導入に係る国際動向 

前述したとおり、ＭＬＡＴシステムはＡＳＤＥの持つ課題を克服できるため、平

成 20年 12月に開催されたＩＣＡＯ ＡＳＰ－ＷＧＷ会合において、ＡＮＮＥＸ10 

Vol. IV Chapter-6に、ＭＬＡＴシステムの規格として、新項目「Multilateration 

Systems」が追記され承認された。 

その際、ＭＬＡＴシステムの具体的な技術的要件が整理された。特に、ＭＬＡ

ＴシステムがＡＴＣトランスポンダに与える影響を最小限に抑える観点から、モー

ドＳの質問信号の発射方法に関する慎重な整理がなされた。 

この状況を受け、我が国においても、ＭＬＡＴシステムの技術的要件の整理が

行われることとなった。 

なお、ＡＮＮＥＸ10において、信号検出の時刻差から航空機の位置を算出する航

空機監視システムは、監視対象エリアに関わらず、ＭＬＡＴシステムとして分類さ

れているが、一般的にＭＬＡＴシステムは主に空港面を監視対象としており、空港

面を除く空港周辺もしくは航空路などの広い監視エリアを持つシステムは、広域マ

ルチラテレーション（ＷＡＭ：Wide Area Multilateration）システムと呼ばれ、区

別されている。 

 

１．５ ＭＬＡＴシステムの導入 

我が国におけるＭＬＡＴシステムの導入にあたり、平成 21 年７月にＭＬＡＴシ

ステムの技術的要件について整理し、無線設備規則の改正を行った。なお、モード

Ｓの質問信号が 1030MHz/1090MHz信号環境に与える影響を最小限に抑えるため、以

下の点を含めた整理を行った。 

現在、日本国内の各空港においてＭＬＡＴシステムの導入が進められている状況

である。 

 

（１）モードＳ一括質問信号は送信しないものであること。 

図２のとおり、モードＡ／Ｃは、すべての航空機に対して共通の質問を行う方

式だが、モードＳは、個別に質問・応答を行うとともに捕捉用スキッタ信号によ

り初期捕捉が可能であるため、モードＳによる一括質問は行わないこと。 
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 モードＡ／Ｃの場合          モードＳの場合 

 

図２ モードＡ／ＣとモードＳとの違い 

 

（２）ＡＴＣトランスポンダの時間占有率が２%を超えるような質問信号の送信

は行わないこと。 

  

 

１．６ 空港周辺や航空路における航空監視の状況 

我が国では、空港周辺や航空路を飛行する航空機は一次監視レーダーと二次監視

レーダーにより監視を行っている。一次監視レーダーは航空機体からの反射波を検

知しているため、単体では各航空機の存在しか捉えることができない。そのため、

現在、二次監視レーダーであるＳＳＲが導入されており、ＳＳＲから質問すること

により、航空機のＡＴＣトランスポンダからの応答を受信し、便名や機体の状態等

の各種情報を得ている状況である。 

ＳＳＲは、鋭い指向性を持つアンテナを一定周期で回転させて航空機に質問する

とともに、質問を受けた航空機のＡＴＣトランスポンダからの応答を受信すること

により、アンテナの回転角と質問送信から応答受信までの時間をもとに、航空機の

位置を導出する仕組みである。 

ＳＳＲは、ある空域を一台で監視するとともに、指向性アンテナにより上空に電

波を発射するため、山岳エリアやアンテナ直上がブラインドエリアとなることに加

えて、低高度で検出率等が低下する。また、平均１秒間隔でＡＴＣトランスポンダ

から発射される捕捉用スキッタ信号を利用する仕様でないため、空港用ＳＳＲの場

合、アンテナ回転周期と同じ４秒間隔で航空機の位置を導出し更新することにより、

各航空機を監視している状況である。 

一方、成田国際空港においては、空港処理容量を拡張するために、平行滑走路の

同時離着陸運用を導入する計画が進められている。しかし、現在、同時離着陸運用

を実現するためには、管制塔からの目視、もしくは空港用ＡＳＲ／ＳＳＲ（ＡＳＲ：

Airport Surveillance Radar）によることとなるが、悪天候時において目視での運

用は困難であること、また、航空機の監視頻度が４秒間隔である上、ブラインドエ
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リア（初期捕捉の遅延）が多少なりとも発生することが、同時離着陸運用を実現す

る上での懸念点となっている。 

そのため、成田国際空港では、これらの懸念点を解消できるよう、進入・出発路

を含む空港周辺を監視エリアとするＷＡＭシステムの導入が計画されているとこ

ろである。 

 

１．７ ＷＡＭシステムの動作原理 

ＷＡＭシステムは、空港面を監視するＭＬＡＴシステムと同様の動作原理である

ため、ＳＳＲと比較して高更新頻度（監視精度が高くなる。）である。また、ＷＡ

Ｍシステムにおける受信装置の配置を工夫することにより、ＳＳＲでは多少なりと

も発生してしまうブラインドエリアも監視可能となる。 

そのため、ＷＡＭシステムは、平行滑走路の同時離着陸運用を実現する上での懸

念点を解消できることから、より安全かつ効率的な運航を促進する監視システムと

して、各国において導入が進められている。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ＷＡＭシステムの概要 

 

 

7



 

１．８ ＷＡＭシステムの導入に係る国際動向 

ＷＡＭシステムにおいて使用される周波数は 1030ＭＨｚ、1090ＭＨｚであり、当

該周波数はＳＳＲ、航空機衝突防止装置（ＡＣＡＳ：Aircraft Collision Avoidance 

System）等の通信においても使用される。一方、空港面を監視対象とするＭＬＡＴ

システムと比較すると、ＷＡＭシステムの監視対象は空港周辺の広範囲な空域であ

るため、同一の周波数を使用する他の航空監視システムと航空機の間の通信に対し

て、ＷＡＭシステムが影響を及ぼすことが懸念される。 

こうした状況を踏まえ、今般、ＩＣＡＯにおいて、航空機の適切な電波環境を確

保する目的から、ＡＮＮＥＸ10 Vol. IV Chapter-6 に記載されるＭＬＡＴシステ

ムについて、改訂が行われる見通しとなった ※。 

我が国においては、こうした国内外の状況を踏まえ、ＷＡＭシステムの導入に係

る無線設備の技術的条件について審議を行った。 

※ 2013 年 11月のＩＣＡＯにおいてＡＮＮＥＸ10 第 88 改訂が行われる予定であったが、

一部の改訂内容に対して加盟国から反対意見が挙げられたことから、2014年 11月にＡ

ＮＮＥＸ10第 89改訂として行われる見通しである。その中のＭＬＡＴシステムに係る

改訂については、現時点で予定されている内容から変更されない見通しである。 

 

[補足説明] 

・ＩＣＡＯにおける航空通信分野の規程 

ＩＣＡＯは、日本を含む 191か国の加盟国により構成される国際連合の特別機

関である。ＩＣＡＯにおいて採択された国際民間航空条約には、国際標準及び推

奨手順を示す附属書が規定されている。このうち ANNEX 10 は、「航空通信

（Aeronautical Telecommunications）」に係る附属書である。 

 

・ＩＣＡＯ ＡＮＮＥＸ10におけるＭＬＡＴに係る整理 

ＭＬＡＴシステムは原理的に受動監視方式であるが、検出性能の向上や識別情

報の入手等を目的として、能動的に送信装置を用いて航空機に質問を行うシステ

ムの場合、能動型ＭＬＡＴシステムとして整理されている。我が国では、実質的

にＷＡＭシステムは能動的に質問を行うシステムであるため、能動型ＭＬＡＴシ

ステムと同義としてとらえられている。 
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２．ＷＡＭシステムに係る無線設備の技術的条件の概要 

２．１ ＩＣＡＯにおける検討状況 

ＷＡＭシステムが世界的に普及する状況を踏まえ、今般、ＩＣＡＯにおいて、Ｍ

ＬＡＴシステムに関する改訂に向けて確認された内容は、次のとおりである。 

 

①能動型ＭＬＡＴシステムにおける送信装置の定義 

広い空域を対象とする能動型ＭＬＡＴシステムを構築する場合、当該システム

は、一般的に複数の送信装置から構成される。この場合、当該システムを構成す

る複数の送信装置をまとめて、ＳＳＲのモードＳ質問装置一式として見なす旨の

定義がなされた。 

 

②能動型ＭＬＡＴシステムによるＡＴＣトランスポンダ占有率の明確化 

能動型ＭＬＡＴシステムにおいては、一般的に無指向性アンテナが利用される

ため、当該システムの質問送信は、システム周辺のすべての航空機を対象とする。

そのため、指向性を持つＳＳＲと比較して、電波環境に与える影響が大きいと考

えられる。 

現在の規定では、当該システムが送信する質問はＡＴＣトランスポンダの２％

を超えて占有してはならないことが規定されているが、本占有率の値は、占有率

を算出する基準とする時間の長さに依存して変化するため、今回、基準とする時

間の長さに関わらず２％を超えてはならない旨の明確化が図られた。 

 

③一部地域におけるＡＴＣトランスポンダ占有率の厳格化 

 トランスポンダ占有率２％の規定は、能動型ＭＬＡＴシステムによる質問頻度

の最低限の要件として見なされる。これに対して、航空機数が多く、かつ地上監

視センサも多く存在する一部の地域では、電波環境が厳しい中での他の航空機監

視システムとの共用性を確保する観点から、より厳しい要件を課すことも可能で

ある旨の注釈が付された。 

 

④ＡＴＣトランスポンダ占有率２％に対する質問数の目安 

 現在の規定では、能動型ＭＬＡＴシステムにおける質問頻度の要件として、ト

ランスポンダ占有率の上限値を２％とすることが規定されている。この２％に対

応する質問数の目安がないことから、今回、モードＳにおいては、１秒当たり 400

質問とする旨の明確化がなされ、注釈として付された。 

 

⑤モードＳ一括質問の禁止【本項目についてはＡＮＮＥＸ10が改訂される予定はな

い】 

 モードＳ一括質問は、航空機の初期捕捉に利用される質問方式であり、本質問

を受信した全てのモードＳ対応ＡＴＣトランスポンダは応答を送信する。無指向
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性アンテナを利用する能動型ＭＬＡＴシステムが本質問を送信した場合、電波環

境に与える影響は非常に大きい。一方、ＭＬＡＴシステムは、捕捉スキッタ信号

を利用して初期捕捉が可能であることから、能動型ＭＬＡＴシステムにおいて、

モードＳ一括質問の使用が禁止されていることについて確認がなされた。 

 

２．２ ＩＣＡＯにおける検討状況を踏まえた我が国の電波法関係規程への反映に対

する考え方 

ＩＣＡＯにおける検討状況を踏まえ、別紙３のとおり、我が国の電波法関係規程

との比較検討を行った。その結果を踏まえた我が国の電波法関係規程への反映に対

する考え方は次の通りである（なお、ＡＮＮＥＸ10との対応表は別紙４のとおり。）。 

 

①能動型ＭＬＡＴシステムにおける送信装置の定義 

比較検討の結果、電波の質に影響しないことから、電波法関係規程への反映は

しない。 

 

②能動型ＭＬＡＴシステムによるＡＴＣトランスポンダ占有率 ※の明確化 

現行の無線設備規則第 45 条の 12 の６第２号イ（３）の規定は、ＡＴＣトラン

スポンダ占有率について、それを算出する基準とする時間の長さにかかわらず、

２％を超えてはならない旨の記載とはなっていない。 

また、基準とする時間の長さは可能な限り最小であることが望ましいが、基準

とする時間の長さによってはＡＴＣトランスポンダ占有率が最大まで高くなる懸

念がある。そのため、基準とする時間の長さについては、アクティブＭＬＡＴシ

ステムからの質問による航空機位置の更新間隔とみることが適切である。  

比較検討の結果、上述の内容を踏まえた上で、無線設備規則に反映する。 

※ ＩＣＡＯの航空監視マニュアルには、各航空監視システム等（空港用ＳＳＲ、航

空路用ＳＳＲ、ＡＣＡＳ等）からの質問信号に対して、ＡＴＣトランスポンダが動作

する時間が別紙５のとおり整理されており、能動型ＭＬＡＴシステムによるＡＴＣト

ランスポンダ占有率はこの内容を踏まえて２％として算定されている。ＡＴＣトラン

スポンダ占有率は、ＡＴＣトランスポンダの占有時間と、当該占有時間を含むある時

間の長さ（占有率を算出する基準とする時間の長さ）との比により算出される。 

 

③一部地域におけるＡＴＣトランスポンダ占有率の厳格化 

 比較検討の結果、一部の地域についてはより厳しい要件を課す可能性がある旨

を記載しているのみであり、明確な規制が記載されているものではないことから、

電波法関係規程への反映はしない。 

 

④ＡＴＣトランスポンダ占有率２％に対する質問数の目安 

 本項目は、２％の規定について、一例として、ＭＬＡＴシステムがモードＳ質

 

 

10



問のみを使用する場合における質問数の目安を補足的に説明しているものである。 

また、質問信号やトランスポンダの応答信号のデータブロックの様式は様々で

あり、一概に質問信号の数で制限を設けることはできない。 

比較検討の結果、上述の内容を踏まえ、電波法関係規程への反映はしない。 

 

⑤モードＳ一括質問の禁止 

 比較検討の結果、当該規定は、無線設備規則第 45 条の 12 の６第２号イ（１）

に反映済み。 

 

２．３ ウィスパーシャウト質問方式のＷＡＭシステムへの適用について 

審議において、ＷＡＭシステムを運用する上で、航空機の電波環境を適切に確保

するためには、ＡＣＡＳで使用されるウィスパーシャウト機能を用いた質問方式（以

下、「ウィスパーシャウト質問方式」という。）を活用することが有効であることか

ら、委員より、電波法関連規程の検討の必要性について提案があった。 

現在、ＡＮＮＥＸ10において、ＷＡＭに関しては、ウィスパーシャウト質問方式

に係る改訂が行われる予定はないが、当該提案に対し、別紙３のとおり我が国の電

波法関係規程との比較検討を行った。その結果を踏まえた我が国の電波法関係規程

への反映に対する考え方は次の通りである（なお、ＡＮＮＥＸ10との対応表は別紙

４のとおり。）。 

 

・ウィスパーシャウト質問方式（抑圧パルスＳ）の利用 

我が国の電波法無線設備規則においては、ＷＡＭシステムを運用する中でのウィ

スパーシャウト質問方式における抑圧パルスＳについて、規定されていない。 

しかし、ＷＡＭシステムがモードＡ／Ｃ質問を送信した場合、受信したすべての

航空機がモードＡ／Ｃ質問に対して応答を返す特性から、電波環境に与える影響が

非常に大きく、何らかの軽減策が望まれる。 

軽減策として有効な、抑圧パルスＳを用いるウィスパーシャウト質問方式につい

ては、我が国の電波法無線設備規則のもと、ＡＣＡＳにおいて使用されている。 

また、ＷＡＭシステムを運用する上で、ＥＵＲＯＣＡＥの規程ＥＤ－142（ＩＣＡ

Ｏ ＡＮＮＥＸ１０において参照）においては、ＡＣＡＳが使用するウィスパーシ

ャウト方式の適用について、その適用の有無にかかわらず、規定している。 

このため、ＷＡＭシステムにおいても抑圧パルスＳを用いるウィスパーシャウト

質問方式を利用可能となるよう、我が国の電波法関係規程にＡＣＡＳと同様に規定

するべきである。 

 

[補足説明] 

ウィスパーシャウト機能とは、航空機同士の衝突を防止するために航空機に搭

載されるＡＣＡＳに付加される機能である。モードＳに対応したＡＴＣトランス
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ポンダ（主に、大型機に搭載される。）は常に平均１秒間隔で捕捉用スキッタ信号

を発射しており、他の航空機はその信号をＡＣＡＳにより受信して衝突を未然に

防止する。しかし、モードＡ／Ｃのみに対応したＡＴＣトランスポンダ（主に、

小型機に搭載される。）は、捕捉用スキッタ信号を発出する仕様にないため、ＡＣ

ＡＳから質問信号を発出することにより、モードＡ／Ｃトランスポンダを検出す

ることにより衝突を未然に防止する必要がある。その際、ＡＣＡＳは無指向性の

アンテナで質問信号を発射するため、周辺のすべての航空機から応答信号が返っ

てくることになり、周辺の航空機の判別が困難になる。そのため、質問時にウィ

スパーシャウト機能を用いることにより、距離別に周辺の航空機を判別して、特

定の距離を飛行する航空機のみと、質問／応答できるようにする。 

具体的には、ＡＣＡＳから、パルス幅及びパルス間隔が定められた２つのパル

ス（パルスＰ１及びパルスＰ３）から構成される質問信号を発射する直前に、決

められたタイミングで抑圧信号（抑圧パルスＳ）を発射する機能である。抑圧信

号を受信したＡＴＣトランスポンダは質問信号を受信しても応答しないため、そ

の特性を活かして、空間中の伝搬損失を考慮し、質問信号及び抑圧信号の出力を

変化させることにより、特定の距離を飛行する航空機のみから応答信号を得るこ

とができる。 

例えば、他の航空機のＡＣＡＳから質問信号及び抑圧信号をある閾値を超える

レベルで受信した航空機は応答信号を返さないこととなり、また、質問信号のみ

ある閾値を超えるレベルで受信した航空機は応答信号を返すこととなる。 

 

 

２．４ ＷＡＭシステムに係る無線設備の技術的条件 

上述のとおり、ＩＣＡＯにおけるＡＮＮＥＸ10の改訂に係る検討状況及び委員か

らの提案に対する、我が国の電波法関係規程への対応方針について検討を行った結

果を踏まえ、ＷＡＭシステムに係る無線設備の技術的条件は次の通りとする。 

 

・ＡＴＣトランスポンダ占有率 

 質問信号（他の質問信号送信設備が送信する質問信号を含む。）によってＡＴＣ

トランスポンダが占有される時間は、当該ＡＴＣトランスポンダを搭載する航空

機の位置の更新間隔に対して２％を超えてはならないこととする。 

なお、更新間隔とは、あるモードの質問により航空機位置を更新した後、次に

同一のモードの質問により航空機位置を再更新するまでの間などを意味する。 

 

・ウィスパーシャウト質問方式における質問信号及び抑圧信号の特性 

当該システムの質問信号及び抑圧信号の特性は、航空機衝突防止装置（ＡＣＡ

Ｓ）の質問信号及び抑圧信号のモードごとの特性によることとする。 

この場合においては、モードＡ／Ｃ質問信号またはモードＡ／Ｃ一括質問信号
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に抑圧パルスＳを使用することができるものとし、さらに、この場合の抑圧パル

スＳについてはＡＣＡＳにおいて合致することとされている条件と同一の条件

（ＡＣＡＳⅠ※に特化した条件を除く。）とする。 

※ ＩＣＡＯにおいて、周辺航空機の位置情報のみを提供するＡＣＡＳを「ＡＣＡＳⅠ」、

位置情報に加え、垂直方向の回避アドバイザリを与えるＡＣＡＳを「ＡＣＡＳⅡ」とし

て標準方式等を規定されている。あくまでもＡＣＡＳの種類を整理したものであり、Ｗ

ＡＭにおいては「ＡＣＡＳⅠ」に特化した条件を設ける必要はない。 

 

３．諸外国における広域マルチラテレーションシステムの動向 

 ＷＡＭシステムは前述したとおり世界的に導入が進められている。諸外国における

ＷＡＭシステムの主な導入状況をアプリケーション（監視対象）毎に以下に示す。ま

た、図４に欧州におけるＷＡＭシステムの導入状況を示す。 

 

①空港周辺（参考：覆域～80ＮＭ程度） 

・ヴィトーリア空港（ブラジル） 

 ・フジャイラ空港（アラブ首長国連邦） 

 ・キング・ファハド空港（サウジアラビア） 

・ケープタウン空港（南アフリカ） 

・ウィントフック空港（ナミビア） 

・クイーンズタウン空港（ニュージーランド） 

・タスマニア（オーストラリア）※ 

・フランクフルト空港（ドイツ） 

・デトロイト空港（アメリカ） 

・北京空港（中国） 

・シドニー空港（オーストラリア） 

※ 複数の空港を監視対象とするＷＡＭが導入されている。 

 

②航空路（参考：覆域 80ＮＭ以上） 

 ・オーストリア 

・チェコ共和国 
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図４ 欧州におけるＷＡＭシステムの導入状況（ICAO ASP WPから引用） 

 

Ⅴ 審議結果 

電気通信技術審議会諮問第10号「航空無線通信の技術的諸問題」（昭和60年4月23日

諮問）のうち「広域マルチラテレーションシステムの無線設備に関する技術的条件｣に

ついて、別添のとおり一部答申（案）をとりまとめた。 
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別紙１ 

情報通信技術分科会 

航空・海上無線通信委員会 専門委員 
（平成 25年９月 13日現在 五十音順・敬称略） 

 
氏名 所    属 

主 査 三木 E

み き

A AE哲也 E

て つ や

 電気通信大学 特任教授 

主査代理 
AE森川 E

もりかわ

A AE博之 E

ひろゆき

 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

専門委員 
AE井手 E

い で

A AE麻 E

ま

AAE奈美 E

な み

 
株式会社エム・オー・エル・マリンコンサルティング 海洋技術部 研

究員 

専門委員 
AE伊藤 E

い と う

A  A E功 E

いさお

 
一般社団法人日本船主協会 通信問題サブワーキンググループ 座

長 

専門委員 
AE今宮 E

いまみや

A AE清美 E

き よ み

 株式会社東芝 小向事業所 電波応用技術部 主務 

専門委員 
AE卜部 E

う ら べ

A AE美 E

み

AAE緒 E

す え

 

（第 10回～） 
全日本空輸株式会社 業務プロセス改革室 主席部員 

専門委員 
AE大木 E

お お き

A AE一夫 E

か ず お

 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 専務理事 

専門委員 
AE小瀬木 E

お ぜ き

A A E滋 E

しげる

 独立行政法人電子航法研究所 監視通信領域 副領域長 

専門委員 
A E鏡 E

かがみ

A  AE弘 E

ひ ろ

AAE義 E

よ し

 国土交通省 航空局 交通管制部 管制技術課長 

専門委員 
AE門脇 E

かどわき

A AE直人 E

な お と

 
独立行政法人 情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク研究所 

研究所長 

専門委員 
AE佐々木 E

さ さ き

A AE伸 E

し ん

 一般社団法人全国漁業無線協会 業務部長 

専門委員 
AE庄司 E

しょうじ

A るり 東京海洋大学大学院 海洋工学系 教授 

専門委員 
AE坪上 E

つぼうえ

A AE浩 E

こ う

AAE治 E

じ

 

（～第 9回） 
海上保安庁 総務部 情報通信課長 

専門委員 
AE中村 E

なかむら

A AE勝 E

か つ

AAE英 E

ひ で

 一般社団法人全国船舶無線協会 水洋会部会 事務局長 

専門委員 
AE中村 E

なかむら

A AE公 E

こ う

AAE亮 E

す け

 

（第 10回～） 
海上保安庁 総務部 情報通信課長 

専門委員 
A E林 E

はやし

A  A E尚 E

しょう

AAE吾 E

ご

 東京海洋大学 名誉教授 

専門委員 
AE原 E

は ら

A   AE尚子 E

な お こ

 

（～第 9回） 

全日本空輸株式会社 業務プロセス改革推進室 イノベーション推

進部 主席部員 

専門委員 
AE本多 E

ほ ん だ

A AE美 E

よ し

AAE雄 E

お

 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長 

専門委員 
AE増田 E

ま す だ

A AE紀子 E

の り こ

 スカパーJSAT株式会社 技術運用本部 衛星技術部長 

専門委員 
AE山梨 E

やまなし

A AE雅彦 E

まさひこ

 
日本航空株式会社 ＩＴ企画本部 ＩＴ企画部 技術基盤グループ 

マネジャー 

専門委員 
AE若尾 E

わ か お

A AE正義 E

まさよし

 元 一般社団法人電波産業会 専務理事 

 
 

15



航空監視システム作業班 構成員名簿 
（平成 25年９月５日時点 五十音順・敬称略） 

 
氏名 所    属 

主任 小瀬木 E

お ぜ き

A AE滋 E

しげる

 独立行政法人電子航法研究所 機上等技術領域 副領域長 

主任 

代理 A E南 E

みなみ

A AE正輝 E

ま さ て る

 芝浦工業大学 工学部 准教授 

構成員 AE安澤 E

あんざわ

A A E徹 E

とおる

 

（第３回～） 

防衛省 運用企画局 情報通信・研究課 防衛部員 

構成員 
AE伊藤 E

い と う

A A E達郎 E

た つ ろ う

 
全日本空輸株式会社 整備センター 技術部 専門部長 

兼 基準企画チーム リーダー 

構成員 
AE稲垣 E

いながき

A AE幸 E

ゆ き

AAE浩 E

ひ ろ

 
日本航空株式会社 ＩＴ企画本部 ＩＴ企画部 技術基盤

グループ 

構成員 
AE伊野 E

い の

A AE正美 E

ま さ み

 
株式会社東芝 社会インフラシステム社 電波システム事

業部 電波応用推進部 参事 

構成員 
AE大串 E

お お ぐ し

A A E盛 E

も り

AAE尚 E

な お

 アビコム・ジャパン株式会社 技術部 次長 

構成員 
AE岸 E

き し

A AE信 E

の ぶ

AAE隆 E

た か

 
国土交通省 航空局交通管制部管制技術課 航空管制技術

調査官 

構成員 
AE木ノ原 E

き の は ら

A AE正一 E

まさかず

 
日本貨物航空株式会社 整備本部 技術品質保証部 

品質保証チーム 

構成員 
AE近藤 E

こ ん ど う

A AE天平 E

てんぺい

 
日本電気株式会社 電波応用事業部航空システム部 マネ

ージャー 

構成員 AE住友 E

すみとも

A AE貴 E

た か

AAE広 E

ひ ろ

 

（～第２回） 

防衛省 運用企画局 情報通信・研究課 防衛部員 

構成員 
AE鷹觜 E

たかのはし

A AE清一 E

せ い い ち

 日本アビエーションサービス株式会社 顧問 

構成員 
AE辻 E

つ じ

A AE宏之 E

ひろゆき

 
独立行政法人情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク

研究所 宇宙通信システム研究室 主任研究員 

構成員 
A E畑 E

は た

A A E清之 E

き よ ゆ き

 
三菱電機株式会社 通信機製作所 インフラ情報システム

部 監視管制システム課 

構成員 
AE平田 E

ひ ら た

A A E俊 E

と し

AAE清 E

き よ

 
ＲＡエンジニアリングハウス アビオシステムズリサーチ 

主席 

構成員 
AE舩引 E

ふ な びき

A A E浩 E

こ う

AAE平 E

へ い

 
独立行政法人宇宙航空研究開発機構 航空プログラムグル

ープ運航･安全技術チーム 主幹研究員 

構成員 
AE宮崎 E

みやざき

A AE裕 E

ひ ろ

AAE己 E

み

 独立行政法人電子航法研究所 監視通信領域 主幹研究員 

構成員 
AE渡辺 E

わたなべ

A AE俊 E

と し

AAE陽 E

は る

 
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 公共システム事業本部 

第一公共システム事業部 開発担当(ANS) 課長代理 

 

別紙２ 
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国際民間航空条約第 10 付属書第 88 改訂に係る 

ANNEX 10 Vol.Ⅳ CHAPTER 6. Multilateration Systems の変更箇所 
 
【6.3 Protection of the Radio Frequency Environment （無線周波数環境の保護）】 
No. 現行 ANNEX 更新 ANNEX（案） 現行省令等 

  ① なし 6.3.3 An active MLAT 
system consisting of a set 
of transmitters shall be 
considered as a single 
Mode S interrogator. 

 
（送信機のセットから成る

アクティブ MLAT システム

は、シングル Mode S の質問

機とみなされるべきであ

る。） 

なし 

② 6.3.3 The set of 
transmitters used by all 
active MLAT systems in 
any part of the 
airspace shall not occupy 
any transponder more 
than 2 per cent of the time. 
 
 
 
（すべての能動型 MLAT シ

ステムが使用する送信装

置群は、いずれの空域の一

部においても、いかなるト

ランスポンダの時間の

２％を超えて占有しては

ならない。） 
 

6.3.4 The set of 
transmitters used by all 
active MLAT systems in 
any part of the 
airspace shall not cause 
any transponder to be 
impacted such that its 
occupancy is greater than 
2 percent at any time. 

 
（すべての能動型 MLAT シ

ステムが使用する送信装置

群は、いずれの空域の一部

においても、いかなるトラ

ンスポンダのいかなる時間

も、２％を超えて占有する

ような影響を与える原因と

なってはならない。） 
 

【無線設備規則第 45
条の 12 の 6 第 2 号イ

(3)】 
 
質問信号（他の質問信

号送信設備が送信する

質問信号を含む。）によ

つて ATC トランスポ

ンダが占有される時間

は、当該 ATC トランス

ポンダが動作している

時間の二パーセント以

上にならないこと。 
 
 

③ なし Note 1. – This represents a 
minimum requirement. 
Some regions may impose 
stricter requirements. 

なし 

別紙３ 
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（これは、最低限の要件を

表す。一部の地域では、厳

しい要件を課すかもしれ

ない。） 
④ Note. – The use of active 

MLAT systems may be 
even more restrictive in 
some regions. 

 
 
 
 
 
 
（能動型 MLAT システムの

使用は、一部の地域におい

てはより制限的であるか

もしれない。） 

Note 2. – For an MLAT 
system using only Mode S 
interrogations, 2 per cent 
is equivalent to no more 
than 400 Mode S 
interrogations per second 
received by any aircraft 
from all systems using 
MLAT technology. 

 
（Mode S 質問のみを使用

する MLAT システムの２％

の使用が、MLAT 技術を使

用する全てのシステムから

任意の航空機に受信される

１秒あたり 400 を超えない

Mode S 質問と同等とす

る。） 

なし 
 

⑤ 6.3.4 Active MLAT 
systems shall not use 
Mode S All - Call 
interrogations. 

 
（能動型 MLAT システムは

Mode S 一括呼び出し質問

を使用してはならない。） 

6.3.5 Active MLAT 
systems shall not use 
Mode S All - Call 
interrogations. 

 
（能動型 MLAT システムは

Mode S 一括呼び出し質問

を使用してはならない。） 

【無線設備規則第 45
条の 12の 6 第 2号イ

(1)】 
 
モード S の質問信号に

対して応答できる ATC
トランスポンダを備え

るすべての航空機局を

一括して呼び出すため

の質問信号は送信しな

いこと。 
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【参考】ウィスパーシャウトに関する記述（既に関係告示に反映済み。） 

現行 ANNEX 現行省令等 
3.1.1.7.4.3 Suppression in presence of S1 Pulse 
Note.— The S1 pulse is used in a technique 

employed by ACAS known as 
“whisper-shout” to facilitate ACAS 
surveillance of Mode A/C aircraft in higher 
traffic densities. The whisper-shout 
technique is explained in the Airborne 
Collision Avoidance System (ACAS) Manual 
(Doc 9863). 
When an S1 pulse is detected 2.0 plus or 
minus 0.15 microseconds before the P1 of a 
Mode A or Mode C interrogation: 
a) with S1 and P1 above MTL, the 

transponder shall be suppressed as 
specified in 3.1.1.7.4.1; 

b) with P1 at MTL and S1 at MTL, the 
transponder shall be suppressed and shall 
reply to no more than 10 per cent of Mode 
A/C interrogations; 

c) with P1 at MTL and S1 at MTL -3 dB, the 
transponder shall reply to Mode A/C 
interrogations at least 70 per cent of the 
time; and 

d) with P1 at MTL and S1 at MTL -6 dB, the 
transponder shall reply to Mode A/C 
interrogations at least 90 per cent of the 
time. 

 
Note 1.— The suppression action is because 

of the detection of S1 and P1 and does not 
require detection of a P2 or P3 pulse. 

Note 2.— S1 has a lower amplitude than P1. 
Certain ACAS use this mechanism to 
improve target detection (4.3.7.1). 

Note 3.— These requirements also apply to a 
Mode A/C only capable transponder when 
an S1 precedes an intermode interrogation 

【総務省告示第 874 号】 
国際民間航空条約第十附属書第八十

五改訂の条件を満足する無線設備に

あつては、モードＡ及びモードＣの

質問信号 P1の 2.0±0.15マイクロ秒

以前に S1パルスが検出されたときは

次の条件を満足すること。 

(1) 信号検出しきい値を上回るパル

ス S1及びパルス P1の場合、ＡＴ

Ｃトランスポンダの応答動作が

抑圧されること。 
(2) 信号検出しきい値と同等のパル

ス P1 及び信号検出しきい値と同

等のパルス S1 の場合、モードＡ

及びモードＣの質問に対する応

答が十パーセントを超えないよ

う、ＡＴＣトランスポンダの応答

動作が抑圧されること。 
(3) 信号検出しきい値と同等のパル

ス P1 及び信号検出しきい値から

三デシベル低下した値のパルス

S1 の場合、ＡＴＣトランスポン

ダはモードＡ及びモードＣの質

問に対して少なくとも七十パー

セント以上応答すること。 
(4) 信号検出しきい値と同等のパル

ス P1 及び信号検出しきい値から

六デシベル低下した値のパルス

S1 の場合、ＡＴＣトランスポン

ダはモードＡ及びモードＣの質

問に対して少なくとも九十パー

セント以上応答すること。 
 
注１ 抑圧動作は、パルス S1及び

パルス P1 

の検出によるものであり、パルス

P2 又はパルス P3 の検出は必要と
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(2.1.2.1). 
 
（3.1.1.7.4.3 S1 パルスの存在における抑圧 
注 S1 パルスは、交通密度が高いところでモード

A/C による ACAS 監視を容易にするため、「ウ

ィスパー・シャウト」として知られる ACAS の

技術によって使われる。ウィスパー・シャウト

技術は航空機衝突防止システム（ACAS）マニ

ュアル（Doc9863）で説明されている。 
 

S1 パルスがモード A 又はモード C 質問の P1
の 2.0±0.15μs前において検出されたとき、 

a) MTL より上回る S1 及び P1 によって、

3.1.1.7.4.1 の特性によりトランスポンダは抑

圧されるべきである。 
b) MTL と同等の P1 及び MTL と同等の S1
によって、トランスポンダは抑圧され、モー

ド A/C の質問に対する応答が 10％を超えな

いこと。 
c) MTL と同等の P1 及び MTL から 3dB 低下

した点の S1 によって、トランスポンダはモ

ード A/C の質問に対して少なくとも 70％以

上応答すること。 
d) MTL と同等の P1及び MTL から 6dB 低下

した点の S1 によって、トランスポンダはモ

ード A/C の質問に対して少なくとも 90％以

上応答すること。 
 
注１ 抑圧動作はS1及びP1の検出によるもの

であり、P2 又は P3 パルスの検出は必要とし

ない。 
注２ S1 は P1 より低い振幅である。ある

ACAS では、目標検出の改善のため、このメ

カニズムを使用する(4.3.7.1)。 
注３ この要件は、S1 がインターモード質問の

前に置かれる時、モード A/C のみに対応する

トランスポンダに対しても適用する。） 

しない。 

注２ パルス S1の振幅は、パルス

P1 の振幅よりも小さいものであ

ること。 

注３ この条件は、パルス S1がイ

ンターモード質問の前に配置さ

れる場合、モードＡ及びモード

Ｃのみに対応するトランスポン

ダに対しても適用する。 
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広
域
マ
ル
チ
ラ
テ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
技

術
的

条
件

に
係

る
電

波
法

関
係

規
定

へ
の
反
映
要

否
に
つ
い
て
の
検
討
結
果

 

N
o.

 
A

N
N

EX
10

 V
ol

.Ⅳ
 C

H
A

PT
ER

 6
.の

変
更
箇
所

 
対
応

方
針

 
（
電

波
法
関
係

規
定
へ
の
反
映
の

可
否
）
 

①
 

6.
3.

3 
A

n 
ac

tiv
e 

M
LA

T 
sy

st
em

 c
on

si
st

in
g 

of
 a

 s
et

 o
f t

ra
ns

m
itt

er
s 

sh
al

l 
be

 c
on

si
de

re
d 

as
 a

 s
in

gl
e 

M
od

e 
S 

in
te

rr
og

at
or

. 
 （
送
信
機
の
セ
ッ
ト
か
ら
成
る
ア
ク
テ
ィ
ブ

M
LA

T
シ
ス
テ
ム
は
、
シ
ン
グ
ル

M
od

e 
S
の

質
問
機
と
み
な
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
。）

 
 

当
該

規
定

は
、
電

波
の

質
に
影

響
し
な
い
こ
と
か

ら
、
電

波
法

関
係

規

定
へ

の
反

映
は
し
な
い
。

 

②
 

6.
3.

4 
Th

e 
se

t o
f t

ra
ns

m
itt

er
s 

us
ed

 b
y 

al
l a

ct
iv

e 
M

LA
T 

sy
st

em
s 
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 a

ny
 

pa
rt

 o
f t

he
 a

ir
sp

ac
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sh
al

l n
ot

 ca
us

e 
an

y 
tr

an
sp
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de

r 
to
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e 
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pa

ct
ed

 
su

ch
 th

at
 it

s 
oc

cu
pa

nc
y 

is
 g

re
at

er
 th

an
 2

 p
er

ce
nt

 a
t a

ny
 ti

m
e.

 
 （
す
べ
て
の
ア
ク
テ
ィ
ブ

M
LA

Tシ
ス
テ
ム
が
使
用
す
る
送
信
装
置
群
は
、
い
ず
れ

の
空
域
の
一
部
に
お
い
て
も
、
い
か
な
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
の
い
か
な
る
時
間
も
、

２
％
を
超
え
て
占
有
す
る
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
原
因
と
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。
）

 
 

現
行

の
無

線
設
備
規
則
第

45
条
の

12
の

6
第
２
号
イ
（
３
）
の
規
定

は
、
Ａ
Ｔ
Ｃ
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
占

有
率

に
つ
い
て
、
そ
の

基
準

と
す
る
時

間

の
長

さ
に
か
か
わ
ら
ず
、
２
％
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
旨
の
記
載
と
は
な
っ

て
い
な
い
。

 
ま
た
、
占
有

率
を
算
出

す
る
際
の

基
準

と
す
る
時

間
の
長

さ
は

可
能

な

限
り
最

小
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
時
間

の
長
さ
に
よ
っ
て
は
Ａ
Ｔ
Ｃ
ト

ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
占
有
率
が
最
大
ま
で
高
く
な
る
懸
念
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、

基
準

と
す
る
時
間
の
長
さ
に
つ
い
て
は
、
ア
ク
テ
ィ
ブ
Ｍ
Ｌ
Ａ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
か

ら
の

モ
ー
ド
質
問
に
よ
る
航
空
機
位
置
の
更
新
間
隔
と
す
る
。

 
上

述
の

内
容
を
踏
ま
え
た
上
で
無
線
設
備
規
則
に
反
映
す
る
。

 

③
 

N
ot

e 
1.

 –
 T
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s 

re
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ts
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 m
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 re
qu
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em

en
t. 
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m

e 
re
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s 
m

ay
 

im
po

se
 s

tr
ic

te
r 

re
qu

ir
em

en
ts

. 
 （
こ
れ
は
、
最
低
限
の
要
件
を
表
す

。
一
部
の
地
域
で
は
、
厳
し
い
要
件
を
課
す
か

も
し
れ
な
い
。）

 

当
該

注
は

、
一
部
の
地
域
に
つ
い
て
は
よ
り
厳

し
い
要
件
を
課
す
可
能

性
が

あ
る
旨

を
記

載
し
て
い
る
の

み
で
あ
り
、
明

確
な
規

制
が

記
載

さ
れ

て
い
る
も
の

で
は

な
い
こ
と
か

ら
も
、
電

波
法

関
係

規
定

へ
の

反
映

は
し

な
い
。
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④
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. 

 （
M

od
e 

S質
問
の
み
を
使
用
す
る

M
LA

Tシ
ス
テ
ム
の
２
％
の
使
用
が
、

M
LA

T技
術
を
使
用
す
る
全
て
の
シ
ス
テ
ム
か

ら
任
意
の
航
空
機
に
受
信
さ
れ
る
１
秒
あ
た
り

40
0を

超
え
な
い

M
od

e 
S質

問
と
同
等
と
す
る
。
）

 
 

当
該

注
は

、
6.

3.
4

項
に
お
け
る
“
２
％
”
の
規
定
に
つ
い
て
、
一
例
と
し

て
、

M
LA

T
シ
ス
テ
ム
が
モ
ー
ド

S
質
問
の
み
を
使
用
す
る
場
合
に
お
け

る
質

問
数

の
目
安
を
補
足
的
に
説
明
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

 
ま
た
、
質

問
信

号
や
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
の
応

答
信

号
の
デ
ー
タ
ブ
ロ
ッ
ク

の
様

式
は

様
々
で
あ
り
、
一

概
に
質

問
信

号
の

数
で
制

限
を
設

け
る
こ
と

は
で
き
な
い
。

 
こ
れ

ら
を
踏
ま
え
、
電
波
法
関
係
規
定
へ
の
反
映
は
し
な
い
。
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能
動
型

M
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Tシ
ス
テ
ム
は

M
od
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S一

括
呼
び
出
し
質
問
を
使
用
し
て
は
な
ら
な

い
。
）

 
 

当
該

規
定

は
、
無
線
設
備
規
則
第

45
条
の

12
の

6
第
２
号
イ
（
1）

に

反
映

済
み

。
 

 

⑥
 

3.
1.

1.
7.

4.
3 

Su
pp

re
ss

io
n 

in
 p

re
se

nc
e 

of
 S

1 
Pu

ls
e（

ウ
ィ
ス
パ
ー
シ
ャ
ウ
ト
に

関
す
る
記
述
）

 
 
無

線
設

備
規
則
別
図
第

7
号
（
S

S
R
及
び

A
C

A
S
が
送
信
す
る
質
問

信
号

及
び
抑
圧
信
号
並
び
に
質
問
信
号
送
信
設
備
が
送
信
す
る
質
問
信

号
の

特
性

）
の
表

題
に
、
「
複

数
地

点
受

信
方

式
航

空
監

視
シ
ス
テ
ム
の

無
線

局
」
を
追

加
し
、
当

該
別

図
に
「
複

数
地

点
受

信
方

式
航

空
監

視
シ

ス
テ
ム

の
無

線
局

に
お
い
て
、
モ
ー
ド
Ａ
／

Ｃ
又

は
モ
ー
ド
Ａ
／

Ｃ
一

括
の

質
問

信
号

に
抑

圧
パ

ル
ス
Ｓ
を
使

用
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の

場
合

に

お
い
て
、
抑

圧
パ

ル
ス
Ｓ
は

以
下

の
条

件
に
合

致
す
る
こ
と
。
」
の

よ
う
に

追
加

す
る
。
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航空監視システム等からの質問信号に対するＡＴＣトランスポンダの動作時間 

（Doc 9924 Aeronautical Surveillance Manual（ICAO）より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：質問信号に対してＡＴＣトランスポンダが動作する時間の詳細） 

 

別紙５ 
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